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１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 47,834 282.1 9,232 － 8,922 － 6,093 －

2026年３月期中間期 12,519 5.4 700 50.4 619 61.7 412 75.4
(注) 包括利益 2027年３月期中間期 6,352百万円( －％) 2026年３月期中間期 481百万円( 163.9％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 820.63 －

2026年３月期中間期 55.41 －

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期中間期 47,379 14,370 30.3

2026年３月期 32,110 8,083 25.2
(参考) 自己資本 2027年３月期中間期 14,368百万円 2026年３月期 8,081百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 0.00 － 18.00 18.00

2027年３月期 － 24.00

2027年３月期(予想) － 18.00 42.00

(注)１ 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

(注)２ 2027年３月期第２四半期末配当金の内訳 記念配当 24円00銭（設立70周年記念配当）

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 89,100 143.6 13,000 207.1 12,090 199.1 7,800 269.9 1,048.81
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 2社（社名）
富士電工株式会社
株式会社ピーディック

、 除外 －社（社名）

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期中間期 7,925,714株 2026年３月期 7,925,714株

② 期末自己株式数 2027年３月期中間期 474,671株 2026年３月期 485,404株

③ 期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 7,424,829株 2026年３月期中間期 7,444,181株

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．当四半期決

算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）における我が国経済は、雇用・所得環境の改善を背景

に、個人消費や設備投資に持ち直しの動きがみられるなど、緩やかな回復基調で推移しました。一方、物価上昇の

影響に加え、海外経済や通商政策の動向、中東情勢をはじめとする地政学的リスク及び金融資本市場の変動等によ

り、先行き不透明な状況が続きました。世界経済においては、生成AI関連投資が成長を下支えしたものの、国・地

域によって景気の動向にばらつきがみられ、全体として不確実性の高い状況で推移しました。

当社グループの主要市場の一つである半導体メモリ市場におきましては、生成AI向けデータセンター投資の拡大

を背景に、HBM（広帯域メモリ）やサーバー向けDRAM、データセンター向けSSDの需要が引き続き拡大しました。メ

モリメーカーがAI・データセンター向けの高付加価値製品への生産・供給を優先する中、汎用DRAMを中心に供給制

約が続きました。PC、サーバー、産業機器等で幅広く使用される汎用DRAM及びNANDフラッシュメモリ（以下、「汎

用メモリ」）の価格は、製品・用途に違いはあるものの、総じて上昇基調で推移しました。こうした市場環境のも

と、PC、サーバー、産業機器等で汎用メモリを使用する顧客にとって、必要な製品を適時かつ安定的に確保するこ

とが、引き続き重要な課題となりました。

このような経営環境のもと、当社グループは、デジタル分野において他企業との連携やM&Aを進めることでコンソ

ーシアム（共同体）を形成し、これを拡大することでシナジーを創出し、企業価値を高めていくことを柱とする

「デジタルコンソーシアム構想」を成長戦略として位置付け、「デジタルコンソーシアムで未来の社会を創造す

る」というビジョンの実現に向けた取り組みを推進しております。

このビジョンのもと、前連結会計年度末に子会社化した株式会社ブレイン及びその子会社である株式会社インテ

グについて、第１四半期連結会計期間より両社の損益を連結業績に反映しております。また、当社は、2026年４月

３日付で、電線、電子部品及び電材等の販売を手掛ける富士電工株式会社を子会社化し、同じく第１四半期連結会

計期間より同社の損益を連結業績に反映しております。さらに、2026年４月28日付で、デジタルコンテンツ制作等

を手掛ける株式会社ピーディックを子会社化し、第２四半期連結会計期間より同社の損益を連結業績に反映してお

ります。

また、これらの事業領域の拡大に対応し、各事業の成長戦略及び経営成績をより明確にするため、第１四半期連

結会計期間より、報告セグメントを「デジタルデバイス」、「デジタルエンジニアリング」、「ICTプロダクツ」、

「エレクトリカルマテリアルズ」及び「デジタルマーケティング」の５区分に変更しております。詳細は「２.中間

連結財務諸表及び主な注記 （４）中間連結財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであ

ります。

なお、前年同期のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に組み替えて比較しております。

当中間連結会計期間の経営成績につきましては、デジタルデバイス事業において、汎用メモリの需給逼迫及び市

場価格の上昇が続く中、主要仕入先との継続的な取引関係を活かして必要な製品を確保し、顧客需要を着実に取り

込むとともに、販売価格の上昇も寄与し、売上高及び営業利益が大幅に増加しました。また、ICTプロダクツ事業の

堅調な成長に加え、当中間連結会計期間より新たに損益を連結業績に反映した子会社の業績も寄与しました。

この結果、当中間連結会計期間の売上高は47,834百万円（前年同期比282.1％増）となり、中間連結会計期間とし

て過去最高となりました。営業利益は9,232百万円（前年同期は700百万円）、経常利益は8,922百万円（前年同期は

619百万円）、親会社株主に帰属する中間純利益は6,093百万円（前年同期は412百万円）となり、中間連結会計期間

における営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する中間純利益は、いずれも過去最高益となりました。
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セグメント別の業績につきましては、次のとおりであります。

①デジタルデバイス

当セグメントでは、生成AI関連需要等を背景に、汎用メモリの需給が引き締まった状況が続き、市場価格は総

じて上昇基調で推移しました。このような市場環境のもと、主要仕入先との継続的な取引関係を活かして、必要

なメモリ製品の確保と安定供給に努め、主要製品のDIMM（Dual Inline Memory Module）、SSD（Solid State

Drive)及びeMMC(組込み型フラッシュメモリ)等における既存顧客の需要及び新規案件に着実に対応しました。こ

の取り組みに販売価格の上昇も加わり、売上高は前年同期を大幅に上回りました。利益面では、販売環境の好転

を背景とした収益性の改善に加え、売上高の拡大に対して費用の増加が限定的であったことから、営業利益は前

年同期を大幅に上回りました。

これらの結果、売上高は31,005百万円（前年同期比387.4％増）、営業利益は8,693百万円（前年同期は686百万

円）となりました。

②デジタルエンジニアリング

ROM書込みサービス事業においては、日本サムスン株式会社、株式会社トーメンデバイスと共同で継続して実施

している国内大手メーカーに向けたプロジェクトにおいて、書込み数量が前年同期をやや下回りました。

デバイスプログラマ事業においては、車載および産業機器向けのオートハンドラの設備導入や変換アダプタの

受注などにより、前年同期を上回る売上高となりました。

ソフトウェアやハードウェアの設計・開発を行うエレクトロニクス設計事業においては、顧客企業における需

要の増加を背景に、医療機器向けや産業機器向けを中心に設計・製造受託案件の売上高が前年同期を上回りまし

た。

これらの結果、売上高は2,070百万円（前年同期比24.6％増）、営業利益は213百万円（前年同期比8.4％減）と

なりました。

③ＩＣＴプロダクツ

テレワークソリューション事業においては、採算性の低いメーカーの取り扱いを見直したことにより販売実績

は前年同期を下回りましたが、会議室リニューアル需要を背景に、主力である据置型デジタル会議システムやIP

電話機等の売上高が伸長しました。

デジタル関連機器事業においては、サーバー用周辺機器の需要増や、個人向けモバイルアクセサリ等の販売強

化を進めたことに加え、昨年10月より取り扱いを開始したグローバルゲーミングブランド「CORSAIR（コルセ

ア）」製品の販売が拡大したことにより売上高は増加しました。

第１四半期連結会計期間より新たに加わったエンタープライズ・モビリティ事業においては、物流、製造、小

売等の現場における業務効率化ニーズを背景に、業務用モバイル端末やハンディーターミナル等の需要を取り込

み、売上高の増加に寄与しました。

また、利益面では、売上高の拡大に対して費用の増加が限定的であったことから、営業利益は売上高の伸びを

上回る大幅な増加となりました。

これらの結果、売上高は7,451百万円（前年同期比87.7％増）、営業利益は653百万円（前年同期比210.0％増）

となりました。

④エレクトリカルマテリアルズ

当セグメントでは、2026年４月に連結子会社となった富士電工株式会社が、各種電線、ケーブル、ハーネス、

電子部品及び電材等の販売を行っております。当中間連結会計期間においては、AI関連分野や半導体製造装置を

はじめとする産業機械関連向けの販売が好調に推移しました。

これらの結果、売上高は6,605百万円、営業利益は102百万円となりました。

なお、第１四半期連結会計期間より当セグメントを新設したため、前年同期との比較は行っておりません。
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⑤デジタルマーケティング

当セグメントでは、Webサイトの構築や音楽・映像コンテンツの流通・販売、デジタルマーケティング支援及び

広告・プロモーション等の事業を展開しております。当中間連結会計期間においては、連結範囲の拡大により売

上高が大幅に増加し、利益面では、音楽・映像コンテンツの流通・販売による利益貢献や既存事業の収益改善が

営業利益の増加に寄与しました。

これらの結果、売上高は1,589百万円（前年同期比103.9％増）、営業利益は15百万円（前年同期比20.5％増）

となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて49.4％増加し、39,836百万円となりました。これは主に、富士電工株式

会社を新たに連結範囲に追加したこと等により、現金及び預金が5,329百万円、売掛金が3,762百万円、商品及び製

品が1,870百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて38.5％増加し、7,543百万円となりました。これは主に、富士電工株式会

社を新たに連結範囲に追加したこと等により、投資有価証券が1,463百万円増加したこと等によるものであります。

この結果、資産合計は前連結会計年度末に比べて47.6％増加し、47,379百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて31.5％増加し、27,680百万円となりました。これは主に、富士電工株式

会社を新たに連結範囲に追加したこと等により、支払手形及び買掛金が1,989百万円、電子記録債務が3,495百万円

それぞれ増加したものの、短期借入金が1,889百万円減少したこと等によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて78.7％増加し、5,328百万円となりました。これは、長期借入金が1,845

百万円増加したこと等によるものです。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて37.4％増加し、33,009百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて77.8％増加し、14,370百万円となりました。これは、親会社株主に帰

属する中間純利益が6,093百万円計上されたこと等によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当中間連結会計期間において、デジタルデバイス事業におけるメモリ製品の販売拡大や収益性が前回予想策定

時の想定を上回ったことに加え、ICTプロダクツ事業における販売拡大等も寄与し、連結業績が前回予想策定時の

想定を上回ったことから、本日（2026年11月12日）付で、2026年８月10日に公表した2027年３月期の通期連結業

績予想を上方修正致しました。詳細につきましては、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照

ください。

今回の修正にあたっては、当中間連結会計期間の実績及び足元の販売・受注状況等を踏まえるとともに、メモ

リ市場における需給及び価格動向や仕入原価の上昇等が収益に及ぼす影響を慎重に見極め、現時点で合理的に見

通すことができる範囲で、業績予想に織り込んでおります。

引き続き、市場環境の変化を捉えた調達・販売活動の強化等を通じて収益機会を取り込み、さらなる業績の上

積みを目指してまいります。

※業績予想については、本資料の公表日において入手可能な情報による判断及び仮定を前提にしており、実際

の業績等は今後様々な要因により、当該予想値と異なる結果となる可能性があります。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,345,624 7,674,690

電子記録債権 350,326 1,008,281

売掛金 7,122,416 10,885,266

契約資産 9,919 －

営業投資有価証券 1,650,744 1,802,519

商品及び製品 6,846,674 8,716,827

仕掛品 69,416 126,630

原材料及び貯蔵品 5,529,516 6,321,481

前渡金 1,587,881 1,762,370

前払費用 427,592 501,166

その他 872,676 1,198,556

貸倒引当金 △149,828 △161,582

流動資産合計 26,662,963 39,836,207

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,787,282 1,836,120

減価償却累計額 △418,790 △478,341

建物及び構築物（純額） 1,368,492 1,357,779

工具、器具及び備品 2,392,695 2,419,878

減価償却累計額 △1,820,692 △1,945,862

工具、器具及び備品（純額） 572,003 474,015

土地 800,231 800,231

その他 329,312 334,706

減価償却累計額 △162,175 △188,930

その他（純額） 167,137 145,775

有形固定資産合計 2,907,863 2,777,802

無形固定資産

のれん 446,300 550,562

その他 37,287 107,980

無形固定資産合計 483,587 658,542

投資その他の資産

投資有価証券 709,829 2,173,152

敷金及び保証金 542,766 637,459

破産更生債権等 48,085 47,936

繰延税金資産 277,338 112,422

その他 647,200 1,307,272

貸倒引当金 △169,101 △171,122

投資その他の資産合計 2,056,119 4,107,120

固定資産合計 5,447,570 7,543,465

資産合計 32,110,534 47,379,673



ミナトホールディングス株式会社(6862) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

－6－

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,990,582 5,979,841

電子記録債務 － 3,495,394

短期借入金 13,400,000 11,510,002

1年内返済予定の長期借入金 747,596 1,261,944

未払金 501,034 304,781

未払法人税等 1,539,928 3,011,021

契約負債 484,317 1,677,796

賞与引当金 71,733 115,800

製品保証引当金 648 1,046

その他 309,415 322,977

流動負債合計 21,045,257 27,680,606

固定負債

長期借入金 2,724,469 4,569,678

役員退職慰労引当金 － 4,873

退職給付に係る負債 122,497 223,081

繰延税金負債 7,315 391,223

再評価に係る繰延税金負債 94,429 94,429

その他 33,547 45,684

固定負債合計 2,982,258 5,328,969

負債合計 24,027,515 33,009,576

純資産の部

株主資本

資本金 1,086,720 1,086,720

資本剰余金 1,556,154 1,652,868

利益剰余金 5,571,489 11,583,736

自己株式 △342,105 △423,195

株主資本合計 7,872,258 13,900,130

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 171,556 424,418

土地再評価差額金 8,444 8,444

為替換算調整勘定 29,101 35,301

その他の包括利益累計額合計 209,103 468,164

非支配株主持分 1,656 1,801

純資産合計 8,083,018 14,370,096

負債純資産合計 32,110,534 47,379,673
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 12,519,539 47,834,570

売上原価 9,828,060 35,663,814

売上総利益 2,691,478 12,170,755

販売費及び一般管理費 1,991,265 2,938,164

営業利益 700,213 9,232,591

営業外収益

為替差益 － 38,189

その他 19,626 31,030

営業外収益合計 19,626 69,219

営業外費用

支払利息 47,390 155,231

持分法による投資損失 23,466 1,230

為替差損 17,177 －

シンジケートローン手数料 4,430 195,690

その他 7,969 27,042

営業外費用合計 100,435 379,194

経常利益 619,404 8,922,616

特別利益

固定資産売却益 961 595

投資有価証券売却益 － 1,331

負ののれん発生益 － 22,662

特別利益合計 961 24,588

特別損失

固定資産売却損 462 －

固定資産除却損 88 3,322

特別損失合計 550 3,322

税金等調整前中間純利益 619,814 8,943,882

法人税、住民税及び事業税 203,458 2,854,835

法人税等調整額 3,821 △4,140

法人税等合計 207,279 2,850,694

中間純利益 412,535 6,093,188

非支配株主に帰属する中間純利益 89 145

親会社株主に帰属する中間純利益 412,445 6,093,042
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中間連結包括利益計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

中間純利益 412,535 6,093,188

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 76,834 252,861

為替換算調整勘定 △8,147 6,199

その他の包括利益合計 68,687 259,061

中間包括利益 481,223 6,352,249

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 481,133 6,352,104

非支配株主に係る中間包括利益 89 145
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 619,814 8,943,882

減価償却費 239,183 180,528

のれん償却額 30,390 46,059

貸倒引当金の増減額（△は減少） 43 13,775

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,927 10,199

製品保証引当金の増減額（△は減少） △668 398

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △4,058 5,165

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 4,873

受取利息及び受取配当金 △4,497 △17,538

支払利息 47,390 155,231

為替差損益（△は益） 1,318 78,711

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,331

固定資産売却損益（△は益） △499 △595

固定資産除却損 － 3,322

負ののれん発生益 － △22,662

破産更生債権等の増減額（△は増加） 37 149

売上債権の増減額（△は増加） △185,022 △2,660,469

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,054,698 △2,594,225

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △534,616 44,832

仕入債務の増減額（△は減少） 600,673 1,890,940

その他 41,020 313,481

小計 △198,260 6,394,731

利息及び配当金の受取額 4,497 17,538

利息の支払額 △48,104 △166,318

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 127,241 △1,461,210

営業活動によるキャッシュ・フロー △114,626 4,784,740

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 81,200

有形固定資産の取得による支出 △29,605 △21,483

有形固定資産の売却による収入 3,561 677

無形固定資産の取得による支出 △870 △65,258

投資有価証券の取得による支出 △364 △7,446

投資有価証券の売却による収入 － 29,182

関係会社株式の取得による支出 － △19,278

会員権の取得による支出 △44,820 －

敷金及び保証金の差入による支出 △8,442 △62,115

保険積立金の積立による支出 － △1,963

保険積立金の解約による収入 － 134,362

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

97,997 644,795

その他 △21 120

投資活動によるキャッシュ・フロー 17,435 712,792
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(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 380,000 △2,089,998

長期借入れによる収入 500,000 3,600,000

長期借入金の返済による支出 △394,773 △1,353,307

社債の償還による支出 △5,000 －

リース債務の返済による支出 △23 △4,208

自己株式の取得による支出 △43,484 △169,744

配当金の支払額 △103,733 △133,925

財務活動によるキャッシュ・フロー 332,986 △151,183

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13,933 △66,086

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 221,861 5,280,262

現金及び現金同等物の期首残高 2,068,522 2,331,423

現金及び現金同等物の中間期末残高 2,290,384 7,611,686
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント

デジタルデバイス
デジタルエンジニ

アリング
ICTプロダクツ

エレクトリカルマテリ

アルズ

デジタルマーケティン

グ
計

売上高

外部顧客への売上高 6,169,777 1,647,496 3,880,144 － 777,202 12,474,621

セグメント間の内部
売上高又は振替高

191,668 14,056 89,257 － 2,074 297,056

計 6,361,445 1,661,552 3,969,402 － 779,276 12,771,677

セグメント利益 686,987 232,898 210,784 － 12,976 1,143,646

(単位：千円)

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結損益計
算書計上額
(注)３

売上高

外部顧客への売上高 44,918 12,519,539 － 12,519,539

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 297,056 △297,056 －

計 44,918 12,816,596 △297,056 12,519,539

セグメント利益 11,553 1,155,199 △454,985 700,213

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、財務・金融等に関するコンサルテ

ィング事業であります。

２．セグメント利益の調整額△454,985千円は、セグメント間取引消去66,767千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△521,753千円が含まれております。全社費用は主に一般管理費等であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

当中間連結会計期間において、株式会社ブレーン及びダイキサウンド株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含

めたことにより、前連結会計年度の末日に比べ、「デジタルマーケティング」のセグメント資産が825,982千円増加

しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

当中間連結会計期間において、株式会社ブレーン及びダイキサウンド株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含

めております。これにより、「デジタルマーケティング」においてのれんが862,834千円発生しております。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント

デジタルデバイス
デジタルエンジニ

アリング
ICTプロダクツ

エレクトリカルマテリ

アルズ

デジタルマーケティン

グ
計

売上高

外部顧客への売上高 30,244,812 2,052,885 7,191,440 6,604,718 1,550,768 47,644,625

セグメント間の内部
売上高又は振替高

760,224 17,145 260,420 400 38,494 1,076,685

計 31,005,036 2,070,030 7,451,860 6,605,119 1,589,263 48,721,310

セグメント利益 8,693,240 213,300 653,370 102,991 15,633 9,678,536

(単位：千円)

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結損益計
算書計上額
(注)３

売上高

外部顧客への売上高 189,944 47,834,570 － 47,834,570

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 1,076,685 △1,076,685 －

計 189,944 48,911,255 △1,076,685 47,834,570

セグメント利益 76,694 9,755,231 △522,639 9,232,591

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、財務・金融等に関するコンサルテ

ィング事業であります。

２．セグメント利益の調整額△522,639千円は、セグメント間取引消去93,986千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△616,626千円が含まれております。全社費用は主に一般管理費等であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、富士電工株式会社の株式を取得し、同社を連結の範囲に含めたことに伴い、新

たに「エレクトリカルマテリアルズ」を報告セグメントに加えることと致しました。

また、当社グループの管理区分の見直しを行い、従来「その他」に含めておりました、Webサイト構築・システ

ム開発事業、Webサイト制作・セールスプロモーション事業、音楽コンテンツサービス事業、映像編集事業、ライ

ブ・エンターテインメント事業について、「デジタルマーケティング」へと変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを記載しております。

３．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

第１四半期連結会計期間において、富士電工株式会社の株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたことにより、

前連結会計年度の末日に比べ、「エレクトリカルマテリアルズ」のセグメント資産が6,765,041千円増加しており

ます。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

第１四半期連結会計期間において、富士電工株式会社の株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたことにより、

「エレクトリカルマテリアルズ」セグメントにおいて、負ののれん発生益14,882千円を計上しております。


